
 
群馬県海岸漂着物対策地域計画検討会議 

第 1回 資料 1(2021.07.05) 

群馬県海岸漂着物対策地域計画検討会議の運営について（案） 

R3.7.5 環境保全課 

 

１．会議の公開について 

・ 「審議会等の会議の公開に関する指針（平成 28 年 4 月 1 日改正）」により、審議会及びこれに類

するものの会議は原則として公開とされているところであり、本検討会議についてもこれに準じ、

原則として公開としたい。 

 

・「審議会」とは、群馬県行政組織規則 174 条に規定する附属機関のこと。 

（環境審議会や公害審査会など、地方自治法 138 条の 4 第 3 項に基づき設置された会議のこと。） 

 

・「これに類するもの」とは、法令又は条例等の規定によらず要綱又は要領に基づき設置されたもの

で、設置目的や機能等に照らして附属機関に類するもののこと。 

 具体的には、「県が様々な基本計画等を定めるに際して有識者等の意見を聴取するために、要綱や要

領を根拠に設置する懇談会や協議会などが該当する。」 

 ⇒本検討会議は「これに類するもの」に該当する。 

（「審議会等の会議の公開に関する指針の運用」より） 

 

２．会議の公開方法 

・ 検討会議は、原則公開とする。 

・ 公開方法は、「審議会等の会議の公開に関する指針（平成 28 年 4 月 1 日改正）」による。なお、公

開にあたっては対面形式で行う会議を予定するものではあるが、web 会議形式で行う会議について

も、円滑な会議運営に支障が出ない範囲で傍聴を認めるものとする。 

・ 議事概要及び配付資料については、3.に示す方法により公開する。 

 

３．議事概要、配付資料の公開について 

・ 検討会議の庶務担当は、会議後に議事概要を作成し、その内容について各委員及び検討会議参加

者に確認を求める。なお、議事概要及び配付資料は欠席者にも送付し、意見を照会する。 

・ 確認された議事概要と配付資料は、広く県民に会議の結果を公表するため、県民センターでの閲

覧及び群馬県のホームページに掲載することにより公開する。 

 

４．公開・非公開の決定方法 

・ 「審議会等の会議の公開に関する指針」に基づき、附属機関等の長が当該会議に諮って行う。 
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○審議会等の会議の公開に関する指針 
（平成１２年１２月７日決定） 

改正 平成１８年４月１日  

改正 平成２８年４月１日  

審議会等の会議の公開に関する指針 

 

１ 目的 
  この指針は、審議会等及びこれに類するものの会議の公開に関し必要な事項を定めることによ

り、県民の理解と信頼の下に公正で透明な行政を推進し、県民による県政への参加を進めていくこ

とを目的とする。 

 

２ 対象 
   この指針の対象となる「審議会等」とは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の

４第３項の規定に基づき設置された附属機関をいう。また、「これに類するもの」とは、法令又は条

例等の規定によらず要綱又は要領の定めるところにより設置されたもので、その設置目的、構成員

及び機能等に照らして、附属機関に類するものをいう。 

 

３ 会議の公開基準 
   審議会等及びこれに類するもの（以下「附属機関等」という。）の会議は、原則として公開する。

ただし、次のいずれかに該当する場合は当該会議を公開しないことができる。 

 (1) 法令等により会議が非公開とされている場合 

 (2) 群馬県情報公開条例（平成１２年６月１４日群馬県条例第８３号。以下「条例」という。）第１

４条各号に掲げる情報に該当すると認められる事項について審議を行う場合。ただし、条例第１

６条に該当する場合を除く。 

  (3) 会議を公開することにより、公正かつ円滑な議事運営に著しい支障が生じると認められる場合 

 

４ 公開・非公開の決定 
  (1) 会議の公開・非公開事項の決定は、会議の公開基準に基づき、附属機関等の長が当該会議に諮

って行うものとする。 

  (2) 附属機関等が、会議を公開しないことを決定した場合には、その理由を明らかにしなければな

らない。 

 

５ 会議の公開の方法等 
  (1) 附属機関等の会議の公開は、会議の傍聴を希望する者に当該会議の傍聴を認めることにより行

う。 

  (2) 附属機関等の長は、会議を公正かつ円滑に運営するため、会場の秩序維持に努めるものとす

る。 

 

６ 会議開催の公表 
    附属機関等は、会議を公開するに当たっては、会議の開催について事前に公表しなければならな

い。 

 

７ 会議録等の公開 
 (1) 附属機関等は、開催した会議の会議録又は会議結果の概要を作成する。 

  (2) 附属機関等は、会議の公開又は非公開にかかわらず、会議録又は会議結果の概要の公表を行わ

なければならない。ただし、法令等により公表を禁じられているものについてはこの限りではな

い。 

 

 


